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《論文》 016．23892
〈図書館（公共）－フィンランド〉

フィンランドにおける文芸振興政策と公共図書館：
作家と図書館のための公的支援システムに焦点を当てて

吉田 右子，坂田 ヘントネン 亜希
The Literary Promotion Policy and Public Libraries in Finland: Focusing on Public Support Systems for Writers and Libraries,
by YOSHIDA Yuko and SAKATA-HENTTONEN Aki.

本研究はフィンランドの作家と図書館のための公的支援システムに焦点を当てて，公共
図書館と関連づけられた（1）図書館助成金制度（2）貸与補償制度（著作権補償制度）（3）
資料購入・購読補助制度を，フィンランド文化政策全体を射程に入れて検討した。分析の
結果，これらの助成制度の意義として，創作者側の文化創造を保障することで文芸の幅と
厚みを担保し受取側の多様な文化へのアクセスを保障する基盤を創出していること，少数
話者言語であるフィンランド語の文芸を活性化し保護する役割を担っていることの2点を
導出した。

1．はじめに

北欧諸国は政治・経済における公平・平等を基調
とした社会理念を確立し，公共セクターによる社会
政策を通じて高水準の福祉を実現してきた。北欧モ
デルとして知られるこれらの仕組みは，社会福祉の
理念を拡張し全住民を対象とする生活保障制度とし
て具現化されている。この制度を支えるための高額
の税金に関して，国民は社会福祉・教育・文化など
生活に直結する政策のなかで税が再配分されること
を理解し承認している。こうした社会背景の中で，
公共図書館は地域社会の教育および文化拠点として
住民から高い支持を得ている。
教育現場と公共図書館の関係は密であり，就学前
から公共図書館に親しむ機会が設けられ，住民に
とって公共図書館は生活圏内に存在する最も身近な
公共文化施設である。開館時間は減少傾向にあるも
のの，職員不在時に図書館が利用できるオープンラ
イブラリー制度が普及していることもあり，北欧諸
国の公共図書館利用率は世界的に見ても高くなって

いる。
フィンランドの「公共図書館法」（Laki yleisistä
kirjastoista）の第6条「公共図書館の役割」には
「読書および文芸の促進」が明記されている1）。こ
のことからも公共図書館の中核的機能が利用者の読
書を促進する資料の提供にあることは明らかである。
フィンランド市民の文芸へのアクセスと公共図書館
は切り離すことができない。このような文芸と公共
図書館の関係性を踏まえ，本稿では文芸振興政策と
して実施されている図書館への助成制度2）に着目し，
フィンランドの文芸振興政策における公共図書館の
位置づけを検討する。

1．1 フィンランドの図書館の現況
2019年時点でフィンランド公共図書館数は，中央
館が282館，分館が436館，ブックモービルが135台，
図書館資料を入手できる「サービスポイント」が401
ヶ所設置されている。全職員数は3，945人，コレク
ション総数は約3，400万点で，紙の図書は約2，900万
点，電子書籍が1，080万点である3）。図書館への来
館者数は延べ約5，400万人，貸出数は約8，600万点で
国民1人当たり15冊を超えている。国民1人当たり
の図書館予算は約60ユーロ，資料費は約7ユーロと
なっている。予算，訪問人数，貸出数ともに国際的
にも高い数値となっているが，これは潤沢な予算に
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裏付けられたサービスと，国民の旺盛な図書館利用
によるものである。公共図書館は基礎自治体の予算
によって運営されているが，基礎自治体間の格差を
埋めるため国から補助金が拠出されている4）。公共
図書館にかかる予算のうち，2019年度の国家負担割
合は1．39％であり，直近5年間では1．16％から1．5％
を推移している5）。
小林真理はフィンランドが福祉国家としての思想
と制度を取り入れた時期を1960年代とした上で6），
この時期に「創造への公的支援と公的な文化サービ
スの提供」が文化に関わる福祉とみなされるように
なったとする7）。そして「文化的サービスを福祉と
見なすことは，文化の自由の保障とともに，文化へ
のアクセスを保障することを意味する」と指摘して
いる8）。公共図書館を管轄する教育文化省（Opetus-
ja kulttuuriministeriö）は，図書館政策の目的を
「市民の文化的権利と情報と文化へのアクセスを促
進する」と定めており9），図書館は文化面での福祉
を担う機関と位置づけることができる。実際に全自
治体に設置されている公共図書館は，文化の自由の
基底にある表現の自由と情報アクセスを保障する教
育施設として，確固たる社会的位置づけを獲得して
いる10）。公共図書館は地域の生涯学習の場として教
育活動を展開し，公教育とは異なる独自性が認めら
れている。さらに情報獲得に関わる権利の平等を保
障するために，資料貸借の無料制度が維持されてき
た。

1．2 フィンランドの公共図書館の発展
1961年の図書館法（Kirjastolaki）は，国家による
公共図書館への助成額を初等学校への助成額と同レ
ベルにすることを定めるものであった。同法は地方
と都市部における図書館サービスの格差解消のため
に，基礎自治体の図書館を支援する地域中央図書館
制度を導入した11）。この法律により公共図書館は堅
実に成長した。しかし1991年の不況により公共政策
全般において予算が削減される事態となり，図書館
界では分館の閉鎖が相次いだ。1992年には国の補助
金制度の改正により，公共図書館は教育セクターか
ら一般市民向けの生涯教育セクターへと編成替えが
行われた。基礎自治体における図書館の位置づけを
低めることになるこの制度改正に対し，市民による
反対運動が起こった。1998年に改正された「図書館
法」には図書館利用について無料制が明記され，図

書館サービス有料化についての議論が収束し，図書
館が情報への公平なアクセスを保障する機関である
ことが社会的にも認知されるようになった12）。

1．3 フィンランドにおける文芸振興政策と公共図
書館

フィンランドは国家政策として文化振興に力を入
れ，芸術家・芸術団体への公的助成を行っている。
その理念は，すべての人が平等に文化的創作に携わ
りかつ創作物へアクセスすることを保障する，文化
創造とアクセスの平等性を基調としている。
フィンランド教育文化省の管轄領域には図書館が
含まれており，図書館はフィンランドの教育文化政
策の重点分野の1つである13）。フィンランド教育文
化省の下で文化政策を担う芸術振興センター
（Taiteen edistämiskeskus: TAIKE）は，文芸，音
楽，アートを芸術振興の対象とし，文芸はフィンラ
ンドの芸術政策の中核に置かれている14）。一方，フィ
ンランド公共図書館は無料で多様な資料を提供する
ことで，市民の文芸へのアクセスを保障する公共施
設である。
教育文化政策の中核的領域である公共図書館サー
ビスと芸術の中核的領域である文芸の振興は，公共
図書館における市民の文芸へのアクセスという行為
において密接な結びつきがある。フィンランドにお
ける公共図書館と関連づけられた文芸振興政策には
（1）全国の公共図書館の資料購入額を基準として決
められた金額を，著作者に対し支払うことで著作者
への経済支援を行う「図書館助成金制度」，（2）図
書館の貸出数に応じて著作者に補償金の支払いを行
う「貸与補償制度（著作権補償制度）」，（3）公共図
書館を対象とした「資料購入・購読助成制度」が存
在する。（1）は前年度の図書館資料購入費の10パー
セントを，著作活動を振興するための助成金に当て
る制度である。（2）は公共図書館での貸出数をベー
スに，公共図書館が住民に図書を無料で貸し出すこ
とによって生じる損失を，図書館資料の創作者に還
元するための制度であり，一般的に「公共貸与権制
度」と呼ばれる。（3）は公共図書館が特定の資料を
購入・購読するための公的助成制度である。
これらのうち（2）と（3）はいずれも公共図書館と直
接関連づけられた制度である。（1）は著作活動振興
のための助成金額の算出根拠として，公共図書館の
年間資料購入費総額を参照する点でのみ公共図書館
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と関連があり，文芸振興政策として直接公共図書館
が関与しているわけではない。本稿で「図書館助成
金制度」を検討対象に含めたのは，この制度が著作
者の文芸活動と公共図書館を包括的に捉える枠組み
として存在しており，制度として約60年間続いてき
た事実に着目したためである。
3つの助成制度は，社会福祉制度の展開や政治・
経済・社会状況と密接に関連しながら変遷し，現在
に至る。本研究はフィンランドの公共図書館と関連
づけられたこれらの助成制度を，フィンランド文化
政策全体を射程に入れた上で，明らかにしようとす
るものである。

1．4 先行研究と本研究の目的
北欧の文化助成制度に関わる主たる先行研究とし
ては，フィンランドを対象とした小林の研究がある。
小林はフィンランドのナショナル・アイデンティ
ティと文化の保持に着目しながら，フィンランドの
文化政策に関わる法制度の全体像を検討している。
しかしながら図書館については，ごく限られた言及
にとどまる15）。文学助成制度については，世界で初
めて公共図書館の貸出による著作者への補償制度を
法制化したデンマークを対象とした石田香の研究が
ある。石田はデンマークの文学助成制度の実態を分
析し図書館制度との関係性を明らかにしている16）。
稲垣行子は，図書館の貸出数に応じて著作者に補償
金の支払いが行われる公共貸与権を「図書館の無料
原則と著作者の権利の調整」という観点から分析し，
日本，アメリカ，ヨーロッパの公共貸与権について
分析しているが，フィンランドについては言及して
いない17）。
本研究は（1）図書館資料費を助成金額の算出根拠
とする著作者への経済支援（図書館助成金制度），
（2）図書館の貸出数に応じて著作者に補償金が支払
われる貸与補償制度（著作権補償制度），（3）図書館
を対象とした資料購入・購読補助制度，を対象とし
公共図書館と関連づけられた文芸振興政策の全体像
を明らかにすることを目的とする。
フィンランドでは1964年に作家への助成制度

（apuraha）として，図書館助成金の支払いが始まっ
た。しかし当初の制度は，図書館における貸出数を
ベースとする貸与補償（Lainauskorvaus）を中心と
する現行の制度とは異なり，当時のフィンランド社
会の状況を反映した独自の文化振興政策の一つで

あった。
2007年に上記の図書館助成金とは別の枠組みで，
貸与補償として著者に補償金が支払われるように
なったが，両者はしばしば混同されてきた。フィン
ランド著作権協会（Sanasto）は「図書館助成金が
文学界で活躍した創作者への授与であるのに対し，
貸与補償は著作権報酬であり，著作物の使用頻度に
基づいて支払われるものである」と説明している18）。
本稿では図書館に関わる助成制度の中で，図書館
貸出数をベースとする貸与補償制度（著作権補償制
度）に先行して，フィンランド独自の制度として1964
年に始まった著作家への助成金・給付金制度である
「図書館助成金制度」と，著作者への補償制度と併
行して進められてきた公共図書館への国家助成であ
る「資料の購入・購読助成政策」に着目する。
本稿は以下の構成で議論を進める。2章では著作
者個人を対象とする2つの図書館関係の助成金制度
を検討する。3章と4章では，フィンランド独自の
「図書館助成金制度」を詳細にみていく。5章では
公共図書館を対象とする図書館関係の3つの助成制
度を検討する。6章ではナショナルレベルの文化政
策における図書館助成政策の位置づけを考察する。
7章では文化・文芸政策を射程に入れ，図書館関係
の助成制度を整理し結論づける。

2．著作者個人を対象とする補償制度

フィンランドには図書館から著作が借り出される
ことによる著作者の損失を補償するために2つの制
度（1）貸与補償制度（著作権補償制度）および（2）
図書館助成金が存在する。これらはしばしば混同さ
れるが，完全に異なる制度である。本章では，著作
者個人を対象とする補償制度として，この2つの補
償制度をみていく。

2．1 貸与補償制度（著作権補償制度）
「貸与補償制度（著作権補償制度）」は図書館貸出
数に基づく著作者への補償制度であり，EU の文化
政策としてフィンランドに導入された。貸与補償制
度はそもそも公共図書館の設置率・利用率が高く，
公共図書館での図書の貸借が図書の売り上げに明ら
かに影響を与えることが制度導入の前提となってい
る。公共図書館での貸出数をベースとして著作者に
支払われる著作権補償制度は，デンマークが世界で
最初に導入した仕組みである。導入年はデンマーク
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表1 貸出1回に支払われる補償金額の推移

年 2007 2014 2015 2016 2017 2018 2019

金額 2 4．0 8．2 8．5 14．2 25 26

出典：Sanasto 提供資料およびウェブサイトから作成
＊金額はセント。小数点第二位は四捨五入

が1946年，ノルウェーが1947年，スウェーデンが1954
年である。ヨーロッパにおいて貸与補償制度は EU
加盟の条件となっており19），2020年3月時点で導入
国は34国，導入検討しているのは27国である20）。
1995年にフィンランドが EU へ加入した際，図
書館貸出に関わる補償金の支払いが含まれる「著作
権法（Tekijänoikeuslaki）」が制定された。しかし
公共図書館と学術図書館が補償金支払い機関の例外
とされたため，補償金支払いは開始に至らなかった。
2004年に補償金の支払い制度の未実施に関して，欧
州委員会より通告が出された。2006年に公共図書館
が補償金支出対象機関となり，支払いのための国家
予算が確保された。2007年，教育文化省は貸与補償
を管轄する組織を決定し，公共図書館と高等教育機
関図書館での貸出数に基づいた貸与補償の支払いが
開始された。その対象は，図書，オーディオブック，
楽譜，CD などの物理的な資料であり，対象者は作
家，翻訳家，イラストレーター，作曲家である。支
払いは著書や翻訳書担当の「サナスト（フィンラン
ド文学著作権協会；Sanasto）」，ビジュアルアート
作品担当の著作権団体「コピオスト（Kopiosto），音
楽作品著作物担当の著作権団体「テオスト（Teo-
sto）」がそれぞれ管理することとなった。作家，翻
訳家はサナスト，イラストレーターはコピオスト，
作曲家，編曲家，作詞家はテオストに申請すること
で，貸与補償を受け取ることができる。公共図書館
の貸出回数に応じて決定される補償金は，教育文化
省の管轄のもとで国家予算から拠出される。表1は
EU 加盟国として著作権補償制度が実施された2007
年から2019年までの補償金額の推移を示している。
補償額が他北欧諸国と同レベルに達し，高等教育機
関図書館の貸出数にまで適用が拡大されたのは2017
年であり，導入から10年が経過している21）。

他の北欧諸国は貸与補償制度の枠組みで補償金を
受け取れる権利を，自国の公用語出版物の著作者に
限定しているのに対し，フィンランドの場合，補償

金受給の権利は欧州経済領域（European Economic
Area: EEA）在住の著作者に与えられている22）。
2018年にサナストは，8，469人に対し834万ユーロ
を支払った。支払いは10ユーロ（2018年の場合，貸
出回数40回）を越えた時点でなされ，上限は3万
ユーロである。2018年に上限の3万ユーロを受け
取ったのは30人で，平均は944ユーロ，中間値は204
ユーロであった。文章と絵が両方ある作品の場合，
児童書は73％，絵本は41％，マンガは37．7％が文章
の執筆者にサナストから，残りがイラストレーター
にコピオストから支払われる。執筆者が複数の場合
は等分され，翻訳作品は50％の補償額（2018年は12．5
セント）が支払われる。なお，サナストは運営手数
料として8．6％を貸与補償から徴収している23）。

2．2 図書館助成金制度
本節では，前節で述べた EU 文化政策の枠組み

で履行されている著作権補償制度とは別の制度とし
て存在する著作者への補償制度「図書館助成金制
度」を検討する。著作者個人を対象とする「図書館
助成金制度」は，芸術振興センターの独立委員会で
ある図書館助成委員会（Kirjastoapurahalautakunta）
が管轄する24）。2019年には約270万ユーロが約360人
の作家と翻訳家に授与されている。助成を決定する
委員会のメンバーは，3年の任期で政府によって任
命される。大多数のメンバーを作家と翻訳家が占め
ている。著作者を対象とした助成金・給付金配分割
合と図書館助成金の金額の変遷を表2と表3に整理
した。
図書館助成金は，助成金と給付金に大別される。
給付金は高齢著作家への給付と疾病等の著作者への

表2 助成金・給付金配分割合

助成金 給付金

作家
翻訳家へ
の助成

高齢
著作家
への給付

疾病等の
著作者へ
の給付

1963年 35％ 5％ 40％ 20％

1967年 45％ 10％ 25％ 20％

2019年 76％ 16％ 8％

出典：Kirjastoapurahajärjestelmä: Yhteenveto nykyti-
lanteesta ja kehittämisehdotuksia（注31）
p．12より作成
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給付に分かれている。図書館助成金の総額は増加し，
助成金の中の給付は年代を追うごとに減少している。

3．図書館助成金制度の確立

3．1 図書館助成金制度の歴史
フィンランドでは，1927年に成立した「知的財産
に関する著作権法（Laki tekijanoikeudesta henkisiin
tuotteisiin，174／1927）」が廃止され，1961年に新
しい著作権法（Tekijänoikeuslaki，404／1961）が施
行された。同年「著作家と翻訳家を対象とした特定
の助成金および給付金に関する法令（Laki eräistä
kirjailijoille ja kääntäjille suoritettavista apura-

hoista ja avustuksista，236／1961）」が制定され
1963年に施行された25）。そして1964年には「著作家
と翻訳家を対象とした特定の助成金および給付金に
関する規則（Asetus eräistä kirjailijoille ja kään-
täjille suoritettavista apurahoista ja avustuksista，
46／1964）」が制定された26）。この規則により1964
年に図書館助成金の支払いが始まった。

3．2 図書館助成金制度の現状
1960年代に始まった図書館助成金制度は，前章で
述べた図書館貸出数をベースとする補償金制度に代
替されることなく存続している。この制度を管轄す
るのは芸術振興センターである。芸術振興センター
は，前年度の公共図書館の資料費総額の10％をフィ
ンランド文化の向上に貢献した著作者に支払ってい
る。支払い対象者はフィンランド在住者及び元在住
者となっている。
支払い対象となる著作は，文学（kaunokirjallisuus）
とノンフィクション・主題図書（tietokirjallisuus）
である27）。2019年には993人の応募者の中から，フィ

ンランド文化に貢献した著作者358名を図書館助成
金委員会が選考し，総額2，710，000ユーロが支払わ
れた。支払いの内訳は文学作品（作家253人，翻訳家
58人）が2，440，000ユーロ，ノンフィクション・主
題図書作品（著者38人，翻訳家9人）で270，000ユー
ロである。応募者数は文学作家672人，文学翻訳家
97人，ノンフィクション・主題図書作家195人，ノ
ンフィクション・主題図書翻訳家29人であり，応募
者のうち36％に助成金が支払われたことになる28）。
図書館助成金の中には別のカテゴリーの助成金と
して，高齢の作家と翻訳家が申請できる「図書館給
付金（Kirjastoavustukset）」がある。申請の年収上
限は16，000ユーロで，2，000ユーロから4，000ユーロ
が助成される。
図書館助成金制度には，以下の法律が適用される。

（1）「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金
および給付金に関する法令」（236／1961，
Laki eräistä kirjailijoille ja kääntäjille suo-

ritettavista apurahoista ja avustuksista）
（2）「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金

および給付金に関する規則」（46／1964，Ase-
tus eräistä kirjailijoille ja kääntäjille suo-

ritettavista apurahoista ja avustuksista）
（3）「芸術振興センターに関する法律」（657／

2012，Laki Taiteen edistämiskeskuksesta）
（4）「芸術振興センターに関する規則」

（727／2012，Valtioneuvoston asetus Taiteen
edistämiskeskuksesta）

（5）「補助金法」（688／2001，Valtionavustuslaki）
（6）「行政手続法」（434／2003，Hallintolaki）

これらの法律の中で，図書館助成金制度を直接定
める（1）と（2）について，その内容をみておく。

3．3「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金
および給付金に関する法令」（1961年）29）

図書館助成金制度として1961年に制定された「著
作家と翻訳家を対象とした特定の助成金および給付
金援助金（給付金）に関する法令」は，第1条で補
償金の支払いに関して以下のように定めている。

公共図書館において，著作あるいは翻訳した
書籍を無償利用のために所蔵する場合は，国の

表3 図書館助成金の金額の推移

年 図書館助成金の総額

1961 前年度の公共図書館への国家補助金額の5％

1978 前年度の自治体公共図書館による書籍購入総額
の9％

1983 前年度の自治体公共図書館による書籍購入総額
の10％

出典：Kirjastoapurahajärjestelmä: Yhteenveto nykyti-
lanteesta ja kehittämisehdotuksia（注31）
p．12より作成
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資金を毎年それらの書籍の著作家および翻訳家
に分配する。助成金および給付金の総額は，自
治体が運営する公共図書館が前年に資料の購入
に使用した金額の10％とする。

助成金および給付金の総額のうち，90％は文学作
品の作家と翻訳家に，10％はノンフィクション・主
題図書の著作家と翻訳家に支給されることが明示さ
れ，学術研究書や教科書などが対象外であることが
示されている。さらに助成金および給付金の受給者
については「フィンランドに居住しているか定住し
たことがあり，その文学活動を通じてフィンランド
の文化生活の充実に寄与している著作家と翻訳家で
ある」ことが定められている。助成金および給付金
の分配のための委員会を，教育文化省が設置するこ
とについても言及がある。

第2条には，助成金と給付金の分配割合が以下の
ように規定されている。

76％を助成金として創造的な文学活動を行っ
ている著作家に，16％を書籍の翻訳家に，また
8％は給付金として，経済的困難を抱える高齢
の著作家と翻訳家および病気または就労不能状
態にあるため経済的困窮に陥っている著作家と
翻訳家に分配される。

「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金およ
び給付金に関する法令」により，フィンランドでは
（1）文学活動で顕著な活動が認められる著作家と翻
訳家への助成金と（2）高齢の著作家と翻訳家，（3）
病気または就労できない状況の著作家と翻訳家に対
する給付金が存在することがわかる。また助成金は
一括払いで，給付金は分割払いとなっている。

3．4「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金
および給付金に関する規則」（1964年）30）

1964年には1961年の法令を具現化するために「著
作家と翻訳家を対象とした特定の助成金および給付
金に関する規則」が定められた。

同法第3条では，助成金と給付金を分配するため
の図書館助成金委員会について，教育文化省が議長，
副議長，その他7名の委員で構成されるメンバーを

任命することが示されている。委員については，フィ
ンランド語とスウェーデン語の2つの言語集団を代
表する著作者および翻訳家の全国組織との協議を経
て教育文化省が任命することとなっている。
委員選考にあたり教育文化省は，フィンランド作
家協会（Suomen Kirjailijaliitto），フィンランド在
住スウェーデン語話者協会（Finlands svenska för-
fattareförening），フィンランド脚本家協会（Suomen
näytelmäkirjailijaliitto），フィンランド翻訳家・
通訳者協会（Suomen kääntäjien ja tulkkien liitto），
フィンランドノンフィクション著作者協会
（Suomen tietokirjailijat ry）などから意見を聴取
している。助成金受給者は最低でも1作品を出版し，
積極的に作品制作に取り組むことが基本要件である。
選考の対象年に国家芸術家助成金やそれに準ずる助
成金を受けたもの，芸術家として定職を持つ者は助
成金受給の対象とはならない。選考の際，過去の作
品や現在進行中の作品および創作計画も考慮するこ
ととなっている31）。
7条には助成金と給付金の所定の期間における申
請方法が定められているが，病気または就労不能状
態のために経済的困窮状態に陥っている著作家と翻
訳家を対象とした給付金については特別な措置が認
められており，支援の必要が生じた時に委員会が承
認した書式で申請することが可能である。8条には
予算の残額の割り当てが規定され，9条には助成金
が一括払い，給付金が分割払いで支給されることが
明記されている。
図書館助成金については2007年に支払いが開始さ
れた貸出補償制度（著作権補償制度）と異なり，図
書館での当該著作者の作品の利用実績との結びつき
は問われない。また助成者の選考は図書館助成金委
員会に委嘱され，委員会の自由裁量で決定され議会
の議決を経ていない。このような図書館助成金の選
定プロセスや選定根拠については『ヘルシンギン・
サノマット（Helsingin sanomat）』が問題を指摘し
ているが，4章3節，4節で詳しく述べる32）。
ここでフィンランドの出版状況を確認しておく。
フィンランド統計局によると，2017年時点で出版総
数は10，369点，言語の内訳はフィンランド語 8，469
点，スウェーデン語 461点，他言語 1，439点であ
る33）。日本の2017年の書籍出版点数は73，057点であ
る。日本の人口総数はフィンランドの約23倍であり，
フィンランドは人口数に対し出版点数が多い。また
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日本の出版点数が減少傾向にあるのに対し，フィン
ランドでは微増している34）。

4．図書館助成金制度の実態・展開・課題

本章では教育文化省が2012年に刊行した報告書
『図書館助成金の制度：現況の概要と制度発展にむ
けた提案（Kirjastoapurahajärjestelmä: Yhteenveto
nykytilanteesta ja kehittämisehdotuksia）』に沿っ
て，図書館助成金制度の実態・展開・課題をみてい
く35）。

4．1 図書館助成金制度の変遷
1963年の図書館助成金給付金法施行当時，図書館
助成金制度の給付金割合は，作家35％，翻訳家5％，
経済的困窮状況にある高齢作家40％，病気や障害を
理由に経済的困窮状態にある作家20％の割合であっ
た。1967年に病気・障害のある翻訳家への給付カテ
ゴリーが追加された。給付金割合は作家45％，翻訳
家10％，経済的困窮状況にある高齢作家および翻訳
家25％，疾病を抱える作家20％と変更された。1993
年に現在の助成金の分配割合である作家76％，翻訳
家16％，経済的困窮状態にある著作家への給付金
8％となった36）。作家への給付金の割合が制度開始
当初の2倍に増加し，経済的困窮状況にある著作家
への割合は60％から8％へと著しく減少している。
1961年の法令では図書館助成金の総額は，前年度
の図書館への国家補助金額の5％と定められていた。
1978年の法改正で，自治体公共図書館による書籍購
入総額の9％となった。1983年にその割合は10％に
なった。1983年からはノンフィクション・主題図書
の著作者が給付対象になり，ノンフィクション・主
題図書著作者と翻訳家に対し助成金総額の10％が割
り当てられた。また同年，給付金割合が変更できる
ことが法律に追加された37）。
1993年に言語要件が変更された。1961年の法令で
は受給者は「フィンランドの（kotimainen）作家と
翻訳家」と規定されていたが，1993年には「フィン
ランド語，スウェーデン語またはサーミ語で執筆し，
フィンランドに永住する，もしくは長期に居住した
作家と翻訳家」に変更された。2002年にはこの言語
要件が完全に削除され「フィンランドに永住してい
る，または長期居住者であり，フィンランド文芸の
充実に貢献した作家と翻訳家」となった。1990年代
に入って，宝くじの収益から図書館補助金の支払い

が可能になった38）。

4．2 図書館助成金と給付金の決定の根拠
「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金およ
び給付金に関する法令」では，助成金の額は，公共
図書館の前年度の資料購入額に応じて決定されるこ
とになっている。これは法律制定当時，図書購入費
の経年増加が見込まれていたためである。しかしな
がら1990年代の経済不況により1992年から1996年ま
で助成金額が毎年減少するという事態が生じた。最
大の減少は1995年であり，前年に比べ約7．4％の減
額となった。その後助成金額は1997年から増加に転
じ，1999年のみ例外として毎年増加した39）。
2009年から2011年の図書館の図書購入費の増加に
は2つの理由があった。第1に民間非営利財団であ
るフィンランド文化財団（Suomen Kulttuurirahasto）
が，「図書購入共同事業（Suomen Kulttuurirahas-
ton Kirjatalkoot-hanke）」（5．1節で取り上げる）
政策を通じて2008年から2010年に300万ユーロを拠
出し，公共図書館の図書購入費を補助したためであ
る40）。第2に貸出数が少ない図書「低流通図書
（Vähälevikkisen laatukirjallisuus）」（5．2節で取り
上げる）を公共図書館で購入するための，国家補助
金額が増加したためである。

4．3 助成金予算をめぐる課題
図書館助成金制度は助成金額の根拠となる地方自
治体の資料購入費削減と，作家団体からの創作活動
への助成要請の狭間に置かれている。報告書では支
出に関して，3つの課題（1）助成金の配分方法，
（2）現行の社会保障制度と図書館助成金制度との関
係性，（3）拠出額の根拠があげられている。
第1点目に関して，1983年から助成金総額の10％
がノンフィクション・主題図書著作者と翻訳家への
助成金に当てられている。フィンランドノンフィク
ション著作者協会は公共図書館でのノンフィクショ
ンおよび主題図書貸出数を根拠に，この割合を引き
上げるよう要求を行ってきた41）。一方，文学の著作
者団体は，図書館助成金が著作者の生計にとって重
要な役割を果たすことを繰り返し強調してきた42）。
2019年度の統計によればフィンランド全体では成人
部門における貸出数に関して文学は8，817，409冊，
ノンフィクション・主題図書は10，656，390冊である。
最近20年間，成人部門コレクションにおいて常にノ
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ンフィクション・主題図書の割合が文学を上回って
いる43）。児童部門の貸出数は文学が8，298，621冊，
ノンフィクション・主題図書は1，343，536冊となっ
ており文学の割合が高くなっている44）。しかし児童
部門では特定主題を扱う絵本が文学にカウントされ
るなど，境界が曖昧である。さらにフィンランド語
で出版される児童図書は圧倒的に文学作品が多く，
その割合がコレクションに反映している。
報告書ではフィンランドの文化政策における意思
決定の場や議論において，「文芸」は「文学」とし
て狭義に解釈される場合が多いと指摘している。そ
して文学作家の営為が「創作的活動」とみなされる
のに対し，ノンフィクション・主題図書の著作者の
営為は「創造的生産」とみなされていると説明して
いる45）。
第2点目の問題として社会保障制度の改正がある。
図書館助成金制度は，他の給付制度から取り残され
る作家に対する経済的補助としてみなされてきたが，
2009年以降，4か月分以上の助成金受給者は，年
金・障害保険を農業事業者保険（Maatalousyrit-
täjäin eläkelaitos: MELA）に約14％の保険料を支
払わなければならず受給額は実質的に減額となった。
また助成金は図書館資料購入額と連動しているため
に，助成金額は不安定である。このことを問題とみ
なしたフィンランド劇作家・脚本家協会（Suomen
Näytelmäkirjailijat ja Käsikirjoittajat Finlands

Dramatiker och Manusförfattare ry: SUNKLO）
は公共図書館の図書購入費から基金を設け，そこか
ら一定額を毎年拠出することを提案した46）。
第3点目の問題は，図書館助成金の予算が図書館
の購入額に連動している点である。著作者に特定化
された補助金制度として図書館助成金制度が存立す
るためには，事務手続きとしても図書館との関係性
は必要である。しかしながら社会保障制度としての
観点からは，図書購入費の一定割合を助成金とする
ことには問題がある。
公共図書館と助成金を連動させる場合の根拠とし
て，現在の図書館助成金制度は不明瞭である。図書
館助成金制度と EU の文化政策の枠組みで施行さ
れている図書館貸出数を基盤とする貸出補償制度
（著作権補償制度）と比較し，図書館助成金制度に
おける助成金の根拠の脆弱さが批判の対象になって
いる47）。

4．4 図書館助成金制度における給付金
「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金およ
び給付金に関する法令」第2条で，8％が経済的に
困難な状況や，病気や失業状況にある高齢作家と翻
訳家への援助金（給付金）として支払われることが
定められている。2008年に高齢作家と翻訳家への給
付金額は申請者ごとに決定するとの分配要件を，図
書館助成金委員会が決定した。給付金に関しては，
原則として当該創作活動をしていた時期に低収入を
理由に自営者年金に加入できなかった年金無受給者
もしくは少額年金受給者のみ，受給者資格がある。
病気・障害給付金の額は，作家や翻訳家の経済状態
全般が考慮される。給付にあたり医師の診断書や医
療保険補償外の高額医療費証明書が求められる48）。
1961年に60％と定められていた給付金割合は8％
までに断続的に縮小された。これは給付金として確
保された予算に対して，給付金申請額が下回る状況
が1990年代まで続いたためである。1993年に政府は
助成金総額の給付金割合を25％から8％に変更した。
図書館助成金制度の「作家助成」としての側面を強
化し，一般の社会保障との重複をなくすことを意図
した改革であった。2008年に図書館助成金委員会は，
年間収入上限を決定した49）。
制度確立時期，給付金制度は作家のための「社会
保障制度」として機能しており1960年代の社会背景
を反映していた。その後の給付申請者の断続的な減
少は，フィンランドの社会保障制度の発展を示して
いる。助成金受給者の対象者への社会保障の制度的
確立に伴い，図書館助成金制度における給付金の意
味は変化し，社会保障のための給付金の中止が提案
されている。報告書はその根拠として以下をあげて
いる50）。

（1）図書館助成金制度は，創作活動のための補助
金としての側面がより強くなった。そのため，
新進の作家や創作活動を活発に行っている作
家を支援すべきである。

（2）給付金支給は，作品の質や執筆計画をもとに
支給される他の国家芸術家補助金と矛盾する。

（3）2009年に施行された助成金受領者向けの社会
保障改革により，就労不能時に受領者を保護
する傷害保険が提供されるようになった。

（4）高齢芸術家への補助は国家芸術年金から支払
われるべきで，その額は現在よりも大幅に増
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額されるべきである。

4．5「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金お
よび給付金に関する法令」（1961年）改正に向
けた動向

2012年度報告書で課題として挙げられたのは（1）
図書館助成金制度における助成金配分割合，（2）社
会保障制度の改正と図書館助成金制度の関係性，
（3）図書館資料の購入額と連動した図書館助成金拠
出額の根拠等であった。しかしながら報告書刊行後，
直ちに図書館助成金制度の抜本的な改革が提案され
ることはなかった。
報告書刊行から7年後の2019年に教育文化省は図
書館助成金制度見直しのために「『著作家と翻訳家
を対象とした特定の助成金および給付金に関する法
令』改正のためのタスクフォース」を立ち上げ，法
令の改正に着手した51）。
タスクフォースでは2021年の新法令施行に向けて
検討を進めている。指名されたタスクフォースのメ
ンバーは14名であり，委員のうち7名が教育文化省
に所属する。それ以外の委員は，芸術振興センター，
フィンランドノンフィクション図書著作者協会，
フィンランド翻訳家・通訳者協会，情報開示諮問委
員会（Tiedonjulkistamisen neuvottelukunta），フィ
ンランド劇作家・脚本家協会，フィンランド作家協
会，フィンランド在住スウェーデン語話者協会から
選出されている。タスクフォースでは，1961年に制
定された「図書館助成金制度」が抱える問題点とし
て，社会保障制度の改善や芸術家助成制度の確立な
どにより，高齢者や疾病を持つ作家の支援制度が整
備されるにつれ，当初の支援枠組みと社会制度に齟
齬が生じていること，文学作家とノンフィクショ
ン・主題図書作家への助成金配分の不均衡をあげて
いる。また芸術振興センターが2018年以降，個々の
芸術家への個別の支援から芸術を統括的に捉えた上
での芸術家支援政策に移行していることも指摘され
た。これらの背景を踏まえタスクフォースに委嘱さ
れたのは，（1）新法の目的，（2）助成金，給付金の
予算根拠，（3）助成金，給付金の申請及び決定過程
及び手続き，（4）著作家及び翻訳家への分配割合の
4点を提案することであった52）。委員の任期は2019
年11月1日から2020年10月31日の約1年間であり，
改定に向けた議論が行われている。

5．公共図書館を対象とする助成制度

文芸および図書館を対象とした国家助成には，第
3章でみてきた著作者個人を対象とした「貸与補償
制度（著作権補償制度）」と「図書館助成金制度」以
外に，公共図書館を対象とした資料購入・購読のた
めの助成制度が存在する。本章では公共図書館を対
象とする助成制度に関して，（1）民間非営利団体が
主導した「図書購入共同事業」と，（2）流通が限ら
れ た 範 囲 に と ど ま る 資 料「流 通 困 難 図 書
（Vähälevikkisen laatukirjallisuus）」および「流通
困難雑誌（Vähälevikkisten kulttuurilehtie）」を公
共図書館で積極的に受け入れるための助成53）をみて
いく。

5．1「図書購入共同事業」政策54）

「図書購入共同事業」政策は，公共図書館の図書
購入費の増加を奨励した単発プロジェクトである。
この政策のためにフィンランド文化財団は，2008年
から2011年度まで総額350万ユーロを購入補助金と
して拠出した。フィンランドにおけるスウェーデン
文学の振興団体であるフィンランド・スウェーデン
文学協会（Svenskalitteratursällskapeti Finland: SLS）
もこの支援プロジェクトに加わった。プロジェクト
にはフィンランドの97％の公共図書館が参画したた
め，図書購入費全体が押し上げられることとなった。
期間中に974，000冊の図書が購入され図書館の蔵書
としてコレクションに加えられた。図書選択に当
たって，司書および文学専門家がアドバイザー役を
務め，フィクションだけでなくフィンランドの児
童・青少年文学およびノンフィクション・主題図書
も含めて図書が収集された。「図書購入共同事業」
は1980年代の半ばからの児童文学の購入額の減少に
よるコレクションの停滞を解消し，図書館コレク
ションの多様性にも貢献した。

5．2 流通困難図書購入のための助成
フィンランドには流通が通常の資料より低いレベ
ルにとどまる「流通困難図書」を，図書館が購入す
る際の助成制度が存在する55）。購入助成の対象は
オーランド諸島を除く全自治体であり，人口に応じ
て助成金が給付される。流通困難図書の選択と購入
補助書籍対象出版社の取りまとめは，芸術振興セン
ターの文学評議会が担当している56）。2019年度に購
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表4 文化雑誌助成プロジェクト予算内訳

カテゴリー 助成額（ユーロ）

雑誌発行のための助成金（流通促進
費用）

970，000（40，000）

公共図書館による定期購読の支援費
用

167，000

良質雑誌賞 8，000

出典：Selvitys kulttuurilehtien tilaustuesta（注59）p．11
より作成

入補助書籍の対象となった出版社数は133社，図書
528冊であった57）。これらの出版社は，分野を問わ
ずに多様な図書を刊行する総合出版社の以外に，
フィンランド発達障害協会（Opike, Kehitysvam-
maliitto ry），フィンランド文学協会（Suomalaisen
Kirjallisuuden Seura），ヨーロッパ哲学協会（Euroop-
palaisen filosofian seura ry），天文学協会（Tähtiti-
eteellinen Yhdistys URSA ry），フィンランド研究
者協会（Tutkijaliitto ry），フィンランド教育協会
（Suomen kasvatustieteellinen seura），アールト
大学芸術学部・アールト・アートブック（Aalto-ylio-
piston taiteiden ja suunnittelun korkeakoulu），
文化劇場協会（Kulttuuri- ja teatteriyhdistys Kak-
sikko），青少年研究協会（Nuorisotutkimusseura
ry），フィンランドスポーツ博物館財団（Suomen ur-
heilumuseosäätiö）等の学協会関係出版社が該当
する。また先住民族サーミ関係の著作を扱うサーミ
議会（Sämitigge/Saamelaiskäräjät）も含まれてい
る。
528点の中で作品が複数選ばれている作家は，35
名である。5冊が選出されているペルティ・ラヤラ
（Pertti Rajala）は，サタクンタ県在住の著作家で
特別支援教員であり，知的障害者のための作品を数
多く手がけるノンフィクションライターである。こ
れまでに「社会保障情報賞（Sosiaaliturvan tiedo-

tuspalkinto）」，「情報開示賞（Valtion tiedonjulk-
istamispalkinto）」，「フィンランドノンフィクショ
ン・主題図書賞（Suomen tietokirjailijat ry: n Ware-
lius-palkinto）」などの受賞歴がある。4冊選出さ
れているトゥイヤ・タカラ（Tuija Takala）は，フィ
ンランド語教育者であり，少ない語彙と平易な文法
で構成される「セルコキエリ」（selkokieli，フィン
ランド語で「簡単な言葉」の意味）で詩や小説など
を執筆している58）。2019年にセルコキエリで書かれ
た優れた図書を表彰する「オープンセサミ賞（See-
sam-palkinto）」を受賞している。3冊選出されて
いるのは先住民族サーミ文学者ニーロ・アイキオ
（Niilo Aikio）である。幼少時代のサーミのコミュ
ニティでの生活を描いた作品を発表している。また
日本人作家として川上弘美の『センセイの鞄』のフィ
ンランド語の翻訳書も選出されている。
これらの作品は多くの売上部数が見込めないもの
の，フィンランドの公共図書館コレクションの資料
として適切であると判断されたものである。このよ

うな図書をコレクションに含めることで，図書館の
コレクションは多様性を包み込むことができること
になる。また同時に出版者にとっても図書館を通じ
てマイナーな文化を発信する機会を得られることに
なる。

5．3 流通困難雑誌のための助成
雑誌については，オーランド諸島を除くフィンラ
インド全自治体に対し，流通が困難である「文化雑
誌（kulttuurilehti）」の購読を，教育文化省が助成
する制度がある。雑誌出版社は芸術振興センターに
出版助成を申請し，基準を満たした上で助成が認め
られた雑誌は刊行補助金を受け取るとともに，図書
館が該当雑誌を購読する場合，支援が受けられる。
以下，2018年に教育文化省から刊行された，図書館
と文化雑誌についての総合報告書『文化雑誌購読
調査報告書（Selvitys kulttuurilehtien tilaustuesta）』59）

に基づいて，制度の概要をみていく。
助成金は雑誌刊行に対する助成，流通困難雑誌の
購読助成および「良質雑誌賞（Laatu-palkinnot）」
にかかる助成から構成されている。内訳は表4の通
りである。

雑誌助成制度は公共図書館の雑誌選択の幅を広げ
ること，図書館の雑誌コレクション選択の地域格差
を埋めること，雑誌出版振興を目的として1988年に
教育省（Opetusministeriö）で開始された。1995年
に現在の「文化雑誌助成金（Kulttuurilehtiavus-
tus）」制度が定められ「文化雑誌委員会（kulttuurile-
htilautakunta）」が設立された。2018年現在，文化
雑誌として選定されているタイトルは約130点であ
り，助成金額は雑誌ごとに1，000ユーロから34，000
ユーロと幅がある。助成の条件として，刊行期間，
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刊行部数などが定められている。娯楽雑誌，週刊誌，
新聞，無償配布雑誌は図書館での購読助成の対象と
なっていない60）。
1995年に開始された公共図書館を対象とした文化
雑誌購読支援助成は，教育文化省予算から計上され
ており，その目的は図書館の地域格差の是正であっ
た。導入当初は住民3万人以下の小規模自治体を対
象に実施された。出版社に対する刊行助成はオンラ
イン雑誌に対しても認められるが，公共図書館での
購入支援に関しては，オンライン雑誌は対象外と
なっている。雑誌助成の目的は図書館における雑誌
のタイトル数を増やし，雑誌の入手可能性を高める
ことにあるため，小規模自治体を優先して額を決定
する61）。
購読補助の対象となった雑誌について，アンケー
ト調査に回答したほぼ全館が図書館資料として適切
であったことを認めた。ただし購読支援助成は助成
金を申請した出版社の雑誌のみが対象であるため，
図書館で購入が適切と考えられる雑誌を網羅してい
ない可能性もある。また購読支援助成の対象雑誌の
リストに含まれているものの，購読されなかった雑
誌もある。購読支援対象リストに掲載されていても
「社会」「宗教」などの主題や少数言語，少数民族を
扱ったマイノリティ関係の雑誌は，図書館が選択し
ない傾向にあった。多くの図書館が選択するカテゴ
リーは文学関係の雑誌である62）。
図書館の雑誌選択に占める文化雑誌は5パーセン
トを超えることはないが，図書館で閲覧できる雑誌
のバラエティを増やすという点で重要な役割を果た
す。雑誌購入助成は小規模図書館のコレクション形
成に貢献する。購入助成がなければ需要の少ない雑
誌へのアクセスができない場合も多いからである63）。
雑誌を発行する出版社へのアンケート調査からは，
半数以上の出版社が補助金を受けられない場合，雑
誌刊行が困難であると回答しており，文化雑誌助成
金が雑誌の出版自体に対し重要な役割を果たしてい
ることが明らかになった。一方，出版補助を受けた
雑誌が公共図書館での購入補助対象となっているこ
とを認識していた出版社は，半数以下であった。購
読料のほとんどが公共図書館による購読となってい
る雑誌もあり，購読補助助成がマイナーな雑誌の流
通量の維持に貢献している可能性がある64）。

6．フィンランド文化政策と公共図書館関連政
策

本章では，フィンランド文化政策全体を視野に入
れて，文芸振興のための公共図書館関連政策を検討
する。

6．1 フィンランド文化政策と公共図書館関連政策
の展開

公共図書館関連政策の展開を，フィンランドの文
化政策を視野に入れて整理すると表5のようになる。
「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金およ
び給付金に関する法令」が制定されたのが1961年で
あり，EU 文化政策の枠組み内で著作権補償の支払
いが開始されたのが2006年である。以後，フィンラ
ンドでは著作者への助成制度として異なる2つの枠
組みが併置されてきた。

6．2 フィンランド文化政策における図書館に関わ
る助成制度

ここからはフィンランド文化政策全体の中で図書
館助成政策の位置づけをみていく。2019年度の芸術
文化予算の総支出は4億4，800万ユーロであり総予
算の0．8％である。支出の約二分の一は宝くじから
の収益が当てられている。芸術・文化予算は原則と
して教育文化省からの支出であるが，地方自治体の
公共図書館への政府移転収支は基本的な公共サービ
スとして財務省から支出されている。芸術家助成は
芸術振興センターの下にある芸術評議会（valtion taide-
toimikunnat）が助成金受給者を決定する。受給者
は毎年約570人であり芸術家の約3％を占める。非
課税の助成金は月額約1，700ユーロである。芸術・
文化支出の内訳は表6のようになる65）。
政府の芸術政策を教育文化省の元で管轄している
のが，芸術振興センターである。センターは中央芸
術評議会（Taideneuvosto），7つの国立芸術評議会
（Valtion taidetoimikunnat），13支部107名からな
る地方芸術評議会（Alueelliset taidetoimikunnat），
2つの独立委員会（Lautakunnat）から構成されて
いる。7つの国立芸術評議会は国立建築・デザイン
評議会（Arkkitehtuuri- ja muotoilutoimikunta），
国 立 視 聴 覚 芸 術 評 議 会（Audiovisuaalisten
taiteiden toimikunta），国立パフォーミングアー
ツ評議会（Esittävien taiteiden toimikunta），国立
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文学評議会（Kirjallisuustoimikunta）国立音楽評
議会（Musiikkitoimikunta），国立ビジュアルアー
ト評議会（Visuaalisten taiteiden toimikunta），国
立芸術多様性評議会（Taiteen moninaisuuden to-
imikunta）からなり，各領域の評議会が芸術家助
成を統括している。独立委員会の図書館助成委員会
（Kirjastoapurahalautakunta）は作家と翻訳家の
助成を，視覚芸術助成金委員会（Näyttöapurahalau-
takunta）はビジュアルアート，メディアアート，
デザインの分野の専門家に公共展示のための助成を
実施している。評議会メンバーは教育文化省による
任命であり，任期は3年である66）。
2018年度は応募14，000件のうち4，000件に助成が
行われ，助成・給付金の財源の三分の二は「宝くじ
財団（Veikkaus Oy）」からである。芸術家への助成
金総額は1，150，000ユーロとなる。芸術家が受け取
る助成金の額は月額約1，700ユーロ（非課税），助成
期間は6か月から5年である。助成金総額のおよそ
50％は，作家と翻訳家への図書館助成金および視覚
芸術家への公共展示助成金である。さらに芸術振興
センターは1，000人以上のアーティストに給付され
ている芸術家の年金補助の給付金の支払いについて
決定権を持つ67）。表7は芸術助成の概要をまとめた
ものである。

表5 フィンランド文化政策と公共図書館関連政策

年 事 項

1831 フィンランド文学協会設立

1897 フィンランド作家協会設立

1917 フィンランド独立

1927「知的財産に関する著作権法」制定

1928「図書館法」制定

1948 フィンランドアカデミー設立（科学・芸術政策主導）

1961「著作権法」制定
「図書館法」の改正
「著作家と翻訳家を対象とした特定の助成金お
よび給付金に関する法令」

1963「図書館助成金制度」の導入

1965 芸術振興に関する報告書刊行

1967「芸術振興法」（芸術評議会を制定）

1969「芸術家助成法」

1982 「宝くじ及びサッカーくじからの収入の利用に関する規則」

1986「図書館法」改正

1991 1991年から1993年経済不況。分館の閉鎖が相次ぐ

1992 1992年から1996年まで経済悪化により「図書館
助成金制度」の助成金額が減少
補助金制度の改正により，公共図書館は教育セ
クターから生涯教育セクターへと編成替え

1993「図書館助成金制度」助成金総額に占める給付
金割合25％から8％に引き下げ

1995 EU（欧州連合）への加盟
「著作権法」制定（図書館貸出に関わる補償金の
支払いが含まれるが，公共図書館と学術図書館
が補償金支払い機関の例外とされる）

1998「図書館法」改正

2004「著作権法」において補償金の支払い制度がな
いことについて欧州委員会より通告

2006 公共図書館が補償金支出対象機関となる

2007 公共図書館と高等教育機関図書館での貸出数に
基づいた貸与補償の支払い開始

2008 2008年から2010年 フィンランド文化財団によ
る「図書購入共同事業」政策

2019 教育文化省「著作家と翻訳家を対象とした特定
の助成金および給付金に関する法令」改正のた
めのタスクフォース設置

表6 芸術・文化支出の内訳

支出内訳 割合

美術館，劇場，オーケストラへの寄付金・
助成金，図書館への助成金

28．67％

芸術・文化機関および団体に関わる施設費
用と事業投資

14．40％

文化機関関係支出 14．01％

芸術・文化事業および振興政策 13．01％

映画，舞台芸術，音楽，文学，視覚芸術，
建築の振興政策

8．71％

政府機関関係支出 8．26％

芸術家助成・芸術家年金 7．38％

私的複製補償金・公共貸与補償金・著作権
制度開発

5．56％

出典：Opetus- ja kulttuuriministeriö, Kulttuurin ja
taiteen rahoitus ja ohjaus（注65）より作成
＊図書館に関わる支出には下線を引いた。
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7．結論

本稿では公共図書館と関連づけられた文芸振興政
策として，著作者個人を対象とした「貸与補償制度
（著作権補償制度）」「図書館助成金制度」および図
書館を対象とした「資料購入・購読助成制度」を検
討した。これらの助成制度の意義を文化アクセス保
障，文芸・言語保護政策という観点から検討する。

文化アクセス保障としての文芸振興政策
一番目の観点として，公共図書館と関連づけられ
た助成制度を文化アクセス保障として捉えることが
できる。小林が指摘するように，公共図書館助成制
度が導入された1960年代は，文化的サービスが福祉
制度の一要素と捉えられ，文化への公的支援が理念
的にも制度的にも確立した時期である68）。フィンラ
ンドでは1956年から1982年のウルホ・カレヴァ・
ケッコネン（Urho Kaleva Kekkonen）大統領政権
のもとで，多様な社会福祉制度の基礎が築かれてい

る。この時代に社会保障，福祉，教育など生活にか
かわる問題を，政策に基づいた公的制度として実現
していこうとする社会政策への取り組みが開始され
た。エリナ・ヨキネン（Elina Jokinen）は1960年代
にフィンランドの急速な近代化に伴い国家の役割が
増大する中で，芸術全般が国家による統制の対象と
なり，1960年代に芸術に関わる法制度化が進行した
とする69）。そして芸術に関わる制度が公共サービス
の一部に位置づけられるようになったと論じてい
る70）。図書館助成金制度はそうした文化政策の枠組
みの中で構想された。ヨキネンはこの時代の文化制
度に対する国家の介入の背景を踏まえた上で，図書
館助成金制度が作家の自律性と社会的に不利な立場
におかれた専門職の支援の両立を目指して生み出さ
れた制度であったことを指摘している71）。
図書館界では1928年に制定された「図書館法（kir-
jastolaki）」が1961年に改正され，公共図書館が住
民への教育と文化の拠点として確立していく契機と
なった。図書館法改正により公共図書館への国家助
成金が潤沢に提供され，公共図書館サービスは質・
量ともに飛躍的に向上した。公共図書館の建築，リ
ノベーションやブックモービル，図書館船などのア
ウトリーチサービスにも助成金が活用された72）。こ
うした公共図書館の物理的基盤が，情報と文化への
アクセスを全市民に保障するインフラストラク
チャーとなった。「著作家と翻訳家を対象とした特
定の助成金および給付金に関する法令」の制定は
「図書館法」改正と同じ年である。フィンランドの
福祉国家としての発展を背景に，現在の公共図書館
サービスの基礎となる制度が1960年代に構築された
ことになる。
芸術家への社会保障制度が未確立であった時代に，
著作者への給付金はその創作活動を支える経済的基
盤となった。つまり著作者への助成制度は，創作者
側の文化創造を保障することで文芸の幅と厚みを担
保し，受取側の多様な文化へのアクセスを保障する
基盤となる文化政策として位置づけられる。
また流通困難な図書と雑誌に関する国家助成は，
出版制度と図書館制度を接続させる独創的な政策で
ある。すべての基礎自治体に設置されている公共図
書館を対象に，非主流の図書購入と雑誌購読を支援
する制度は，とりわけ予算規模が小さい小規模自治
体の公共図書館にとって有益であり，住民への平等
な情報アクセス保障に貢献している。文化的多様性

表7 芸術助成の概要

ジャンル 金額（1000€） 割合

文芸（図書館助成金を含む） 5356 24．7％

視覚芸術（公共展示助成金を含む） 4888 22．5％

音楽 2518 11．6％

演劇 1609 7．4％

デザイン 1196 5．5％

ダンス 1147 5．3％

写真芸術 1122 5．2％

映画 792 3．6％

多領域横断芸術 644 3．0％

メディア芸術 625 2．9％

建築 385 1．8％

サーカス芸術 323 1．5％

マンガ 310 1．4％

イラスト 233 1．1％

パフォーマンス芸術 211 1．0％

芸術ジャーナリズム 170 0．8％

照明・音響芸術 108 0．5％

環境芸術 69 0．3％

出典：Me mahdollistamme（注67）p．5より作成
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を担保し，非主流の文化ジャンルの出版自体を活性
化しようとする試み，さらにはそうした試行を公共
図書館サービスと結びつける政策は，フィンランド
独自の公共図書館に関わる文化政策として注目に値
する。

文芸・言語保護政策としての図書館助成金制度
二番目の観点として，文芸・言語の保護政策とし
て図書館助成金制度を捉えることができる。デン
マークにおける政府の文学支援政策を包括的に論じ
た石田は，文学支援政策の要因としてデンマーク語
が少数話者言語であることを示唆している73）。実際
に，デンマーク，ノルウェー，スウェーデンは，「貸
与補償制度（著作権補償制度）」の補償金対象著作物
を自国の公用語に限定している。フィンランドはこ
うした条件を設けていないものの，公共図書館で借
り出される図書の多くがフィンランド語資料である
ことを考慮すると，公共図書館の貸出数を補償金の
算定基準とする「貸与補償制度（著作権補償制度）」
は，少数話者言語であるフィンランド語の文芸を活
性化し，保護する役割を担っているといえる。
また公共図書館の資料購入費の10％を著作者への
助成に当てる「図書館助成金制度」の場合，助成金
支払い対象者はフィンランド在住者及び元在住者と
なっている。対象者の多くがフィンランド語を用い
て著述活動をしていることを考慮すると，この制度
を通して，図書館が間接的にフィンランド文芸振興
を担っていることを示すものである。さらに「流通
困難図書購入」制度において選考図書に，先住民族
サーミ関係の文献を出版するサーミ議会の出版社か
ら出された先住民族サーミ文学者の作品が複数選出
されるなど，フィンランド国内のマイノリティ言語
であるサーミ語を保護する役割も果たしている。

本稿で検討してきたように，フィンランドでは国
家文化政策の枠組みのもとで「貸与補償制度（著作
権補償制度）」及び「図書館助成金制度」によって
著作者への手厚い支援が成立している。さらに公共
図書館を対象とする「流通困難図書購入・雑誌購読
のための助成制度」が出版界とフィンランドの公共
図書館サービスを支えている。これらの図書館に関
わる複層的な助成制度の制度設計の基盤にあるのは，
図書館がフィンランド語とフィンランド文化を支え
る社会機関であるとする理念であり，文化政策にお

ける図書館の位置づけを確固たるものにしている。
公共図書館の根幹的機能である利用者への資料提
供は，著作者によって資料が創作され出版を経て図
書館にコレクションとして受け入れられるというプ
ロセスを前提としている。また著作者の作品が資料
提供の場としての公共図書館を支え，図書館が資料
を購入することは著作者を支えている。こうしたプ
ロセスと両者の関係性は通常，自明と捉えられてい
るが，フィンランドで施行されてきた「図書館助成
制度」は，創作者の著作物が図書館を介して読者の
手に渡るまでの文芸に関わるサイクルの中に，公共
図書館が存在していることをマクロな視点から捉え
た制度とみなすことが可能である。
4．3節で検討したように，これらの制度自体に対
する課題が浮かび上がっている。特に複線的な著作
者支援制度は，芸術家を取り巻く社会福祉制度の発
展に伴い，問題化されるようになってきた。そして
2019年には，1961年に法制化された「著作家と翻訳
家を対象とした特定の助成金および給付金に関する
法令」が約60年ぶりに抜本的に見直されることと
なった。フィンランドにおける公共図書館と結びつ
けられた文芸振興政策は大きな岐路に立っている。

本稿ではフィンランドの文芸振興政策として実施
されている公共図書館への助成制度に焦点を当てて，
その全体像を浮かび上がらせることを試みた。今後
は，個々の助成制度に関する，詳細な調査分析を進
める必要がある。特に今回十分に論じることができ
なかった図書館助成金制度の歴史的展開について，
一次資料を発掘し分析することで，各時期での制度
に関わる議論を深く掘り下げることが可能になる。
本稿では多層的構造を持つ「図書館助成制度」の態
様を浮かび上がらせることを目的に議論を進めたた
め，この制度に関わる社会・政治的背景や制度の歴
史的変遷についての検討も，今後の課題として残さ
れている。本稿で示した公共図書館と文芸政策の結
びつきを踏まえ，両者の関係性について，歴史文化
的背景に踏み込んで議論を深めていきたい。
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